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2016年の熊本地震で深刻な被害を受けた熊本県益城町では，災害公営住宅の整備計画策定へ向けて同年
12月に今後の住まいの意向等に関するアンケートが郵送配布回収形式で実施された．本研究では，ほぼ同
時期に応急仮設団地にて実施した聞き取り調査をもとに郵送調査未回答者の傾向を分析した．現役世代の

みから構成される世帯は成人女性の比率が高いほど郵送回答されやすい一方，二世代以上が同居している

世帯は就業人数が少なく，世帯の成人平均年齢が高いほど郵送回答されやすい傾向にある．また，高齢世

代のみから構成される世帯は仮設住宅後の住まいに見通しが立たない場合に郵送回答されにくい傾向がみ

られた．さらに郵送調査回答有無に関する二項ロジットモデルも推定した． 
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1. はじめに 
 
(1) 研究の背景 
	 2016年4月に発生した熊本地震で，熊本地方は甚大な
被害を受けた．特に震源となった益城町の被害は深刻で

あり，発災から1年が経過してもなお多くの住民が応急
仮設住宅，みなし仮設住宅等での不自由な生活を余儀な

くされている．住家を失った世帯のうち，自力での再建

が困難であると考えられる世帯に対して災害公営住宅の

建設が計画されており，本計画に先立ち益城町は平成27
年12月に応急仮設住宅，みなし仮設住宅に居住する全世
帯に対して「今後のお住まいの意向等に関するアンケー

ト調査」（以下，郵送調査）を実施した．この調査の目

的は応急仮設住宅またはみなし仮設住宅退去後の住まい

の意向を伺い，災害公営住宅整備に係る意向・要望等の

基礎的な情報等を把握することにあるが，2017年1月10
日時点での有効回収率は67.6%（2017年2月末時点の最終
回収率は69.3%）だった． 
	 郵送調査は災害公営住宅整備に関して住民の意向を確

認する重要な調査であり，町の政策にも大きな影響を与

えることから，可能な限り多くの世帯の意向を伺うこと

が望ましい．本調査の集計結果をもとに益城町内におけ

る災害公営住宅の整備予定概算戸数が算出されている．

この目的を踏まえると，どのような世帯が調査に未回答

であったか，すなわち未回答世帯の属性・実態を把握す

ることは重要である． 
また，本研究で対象とする大規模災害からの復興に関

する社会調査に限らず，一般的な社会調査においても回

答サンプルの偏りおよび未回答者（無回答）の調査結果

へ与える影響の精査は重要な研究課題である．しかし，

一般に調査未回答者の実態を調べることは困難である．  
 
(2) 研究の目的 
	 郵送調査に先立ち，筆者らの研究グループは2016年6
月から12月にかけて，益城町内の仮設団地で「仮設住宅
後のお住まいについての意識調査」（以下，聞き取り調

査）を訪問調査方式にて実施した．聞き取り調査の分析

結果の概略は益城町復興計画1)を参考にされたい．ここ

で，郵送調査のうち応急仮設住宅分の対象世帯は聞き取

り調査の実施対象世帯と同一であり，ほぼ同じ時期に実

施されていることに特徴がある．つまり，両調査を比較

すると郵送調査に未回答であった世帯の属性や，聞き取

り調査での自由意見などから様々な知見を得ることが可

能である．そこで本研究では， 
(a) 郵送調査未回答世帯の傾向を，聞き取り調査のデー
タを用いて，主に世帯に関する属性に着目して把
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握すること， 
(b)  郵送調査回答有無の選択モデルを構築し，調査未回
答世帯の傾向を総合的に把握すること， 

以上を目的として分析を進める． 
 
 (3) 既往研究のレビューと本研究の位置付け 
	 社会調査における未回答者の傾向および未回答者が調

査結果に与える影響については様々な分野で研究が行わ

れている．一般的な社会調査の分野の研究例として，土

屋2)は「日本人の国民性第11次全国調査」の回収サンプ
ルに対して郵送方式による事後調査を実施し，未返送者

は濃密な人間関係や社会一般に対して無関心である傾向

や，「その他」の回答が少なく「わからない」が多い傾

向を持つことを見出している．また，交通計画の分野に

おいて古くは，山形3)がパーソントリップ調査の回収標

本における個人属性の偏りが市町村別総人口による拡大

係数を用いた層別人口推定量およびトリップ推定量に影

響を与えることを指摘した上で層別拡大法の提案と評価

を行っている．パーソントリップ調査などの交通調査に

おける拡大推計法に関してはその他にも様々な研究があ

るが4), 5)，いずれも様々な指標を用いて異なる拡大係数

を算出し，母集団の推計を検討している点で共通する．

これらは回答群と未回答群との間の属性の偏りを補正す

るために取られる手法と言える．本研究は未回答群の情

報も把握しており回答の偏りを様々な視点で明らかにで

きる点で特徴的である． 
	 また，調査未回答者に着目した研究は，医学分野にお

いても多くの研究がある．一例として，Tolonen et al.6)は

フィンランドにおける健康実態調査の未回答者に関して

分析を行っている．Tolonen et al.は1978年から2002年まで
フィンランドで行われた健康実態調査をもとに，同国統

計局が実施した調査で得られた社会経済学的情報，結婚

歴，教育水準，世帯年収および死亡に関する情報を個人

識別コードを用いて結合しており，健康調査未回答者は

男女を問わず死亡率が高く，これは結婚歴や教育水準，

世帯収入などの変数で一部説明できること，また，未回

答者は喫煙や過剰な飲酒など不健康な行動を取る傾向や

いくつかの深刻な健康上の課題を抱えている可能性があ

り，これらが健康実態調査への未回答の要因となり得る

としている．後者の知見は本研究においても重要な視点

であり，震災復興初期に行われた調査の未回答者におい

ても様々な課題が内在していると考えられる． 
	 熊本地震の復興時の筆者らの研究グループによる調査

未回答者に関する研究として，長濱ら7)は2016年8月から
9月にかけて行われた「益城町復興計画策定のための住
民アンケート調査8) （郵送配布回収型）」と聞き取り調
査を比較し，未回答者の推定や自由意見の傾向などを明

らかにしている．しかし，この復興計画策定のための住

民アンケートは無記名式の調査であり，長濱らの分析に

おいては，未回答者とされたのは属性などを考慮した上

での推定であったことが課題として挙げられる．本研究

では聞き取り調査をベースとして世帯ごとに郵送調査の

回答有無が判別可能となるため，より詳細な分析が可能

となる． 
	 以上のように，様々な既往研究に対する本研究の特徴

を挙げたが，大規模災害発生時の復興初期における郵送

調査未回答者の特徴を分析した研究は筆者の知りうる限

り存在しない．また未回答者に関する研究では，事後調

査での追跡や，調査票回答の督促の前後に到着したデー

タを比較した研究例が多いが，事後調査や督促後におい

ても未回答の世帯の実態を把握することは困難である．

本研究は郵送調査と同時期に実施された高回収率の聞き

取りの調査のデータを活用して未回答者の情報を把握し

ている点に独自性・新規性がある． 
 
 
２. 調査概要 
 
(1) 郵送調査 
	 表-1に「今後のお住まいの意向等に関するアンケート

調査」の概要を記す．先述のとおり，同調査は災害公営

住宅整備に向けて益城町内で被災された世帯のうち応急

仮設住宅，みなし仮設住宅に入居する世帯へ2,769票を
送付し，平成29年1月10日時点までで1,872票（回収率：
67.6%）の回答を得た．1月10日以降に到着した調査票を
含め，平成29年2月末時点の最終回収数は1,918票（回収
率：69.3%）となったが，本研究においては平成29年1月
10日時点の1,872票を郵送調査回答世帯として用いる．な
お，同調査の分析結果等の詳細については益城町ホーム

ページ9)を参照されたい． 
 
(2) 聞き取り調査 
	 「仮設住宅後のお住まいについての意識調査」の概要

を表-2に示す．本調査は筆者らの研究グループをはじめ

とする熊本大学ましきラボ10)の関連研究室が中心となり，

主に学生ボランティアによって進められた．学生が2人1
組となり応急仮設住宅を1軒ずつ訪問し，仮設住宅後の
住まいの意向や生活面での悩み，不安に感じている事項

を丁寧に伺った．応急仮設住宅1,562戸に対し1,196戸
（2016年11月20日時点）を訪問し，有効実施率81.4%と
高い水準で聞き取りを実施した．本調査では，訪問世帯

の被災時の住宅居住年数，居住地区，住居所有形態，居

住年数，罹災状況，仮設住宅後の住まいの意向，現在の

悩みや不安に感じている事項の自由回答および世帯構成

員の属性（性別，年齢，就業状態，通学または通勤先の

市区町村，占有自動車保有状況）を調査項目とした． 

第 56回土木計画学研究発表会・講演集

 2



 

 

表-１	 郵送調査の概要 
調査主体 益城町 

目  的 

益城町における熊本地震からの住まい・集落

の復旧に向けた基本方針等の検討や住宅自力

再建支援策の検討，災害公営住宅等の供給等

に向け，被災世帯の住まい・集落の復旧に係

る意向や災害公営住宅整備に係る意向・要望

等の基礎的な情報を把握すること 

対  象 
熊本地震により益城町内で被災された世帯の

うち，応急仮設住宅又は民間賃貸住宅借上げ

制度（みなし仮設住宅）に入居する世帯 
調査期間 平成28年12月7日から12月27日 
調査方式 郵送配布/回収形式 
配布 
世帯数 

2,769票（応急仮設住宅：1,460票，みなし仮設 
住宅：1,309票） 

回収数 
1,872票（応急仮設住宅：1,029票，みなし仮設 
住宅：843票） 

回収率 
67.6%（応急仮設住宅：70.5％，みなし仮設 
住宅：64.4％） 

（出典：益城町都市計画課9）） 

 
表-2	 聞き取り調査の概要 

調査主体 熊本大学, 益城町 

目  的 
現時点での不自由な点・不安および今後の住

まいに関する希望を伺うこと 
対  象 益城町内の応急仮設住宅に入居している世帯 
調査期間 平成28年6月30日から11月20日 
調査方式 訪問調査形式 
対象戸数 18団地	 1,562戸 
実施数 1,196世帯 

実施率 
76.8%（全戸数に対する実施率） 
81.4%（11/20時点の入居世帯に対する実施率） 

 
表-3	 郵送調査の回答状況  

回答あり 	 864世帯	 (72.2%) 
回答なし 	 317世帯	 (26.5%)	  
未発送 	   15世帯	 (1.3%) 
合計  1,196世帯 

※カッコ内は聞き取り実施世帯に対する割合 

 
 
聞き取り調査の分析結果例は別途報告11), 12)を参考にされ

たい． 
 
(3) 聞き取り調査実施世帯における郵送調査回答状況 
 本研究では，前記調査のうち聞き取り調査のデータを

用いて，郵送調査の回答群と未回答群との違いを明らか

にしていく．表-3は聞き取り調査実施世帯のうち，郵送

調査の回答状況を示したものである．聞き取り調査実施

世帯のうち，郵送調査に回答した世帯は864世帯，回答
がなかった世帯は332世帯 (うち未発送が15世帯)で，聞
き取り調査実施1,196世帯に対する回答率は72.2%，未発
送の世帯を除く調査票発送1,181世帯に対する回答率は

73.2%となった．郵送調査に回答されなかった317世帯に
関しても，聞き取り調査を実施できており，回答群と未

回答群の様々な比較が行える点が本研究の特徴として挙

げられる． 
 
 
３. 基礎分析 
 
(1) 郵送調査未回答の要因に関する仮説 
	 まず郵送調査へ未回答となる要因について仮説の検討

を行った．一般的なアンケート調査とは違い，今回の郵

送調査は生活および住まいの再建に関する調査であるた

め，より複雑な要因が存在していると考えられる．そこ

で以下の3つの要因を仮説として設定した． 
 
仮説 (a) 回答の時間的な余裕がないと回答しない 
仮説 (b) 郵送調査に関心がない，関係ないと回答しない 
仮説 (c) 生活再建に対して見通しがまったく立っていな

いため回答しない 
 
仮説(a)は，普段から仕事で忙しく回答する余裕がない
世帯，つまり世帯構成員の就業状態が関係していると考

えられる．仮説(b)については，既に自宅再建の意思が
固まっており災害公営住宅に関する郵送調査に回答する

必要がないと考える世帯や，調査自体に関心が薄いと考

えられる比較的若い世帯，地域に対する愛着が薄い世帯

に郵送調査の未回答が多い可能性がある．仮説(c)は，聞
き取り調査を行った経験より仮設住宅後の住まいの意向

がわからないと答えた世帯が散見されていたため，将来

の見通しに悲観的となり郵送調査に回答しなかった可能

性が考えられるためである．以上の仮説を検証するため，

様々な指標を用いて以降の分析を進める．	

 
(2) 居住年数 
	 図-1は，被災時の住居に居住していた年数別に郵送調

査の回答率を図示したものである．居住年数が10年未満
の群の回答率が58.1％と他の群と比較して低く，他の群
の平均回答率（75.7%）と比較して検定を行ったところ
P<0.001となり1%水準での有意差が認められた．また，
図-2は居住年数10年未満と10年以上の2群で仮設住宅後
の住まいの意向（後述(7)参照）の分布を図示したもので

あるが，居住年数10年未満は10年以上の群に比べ自宅再
建の割合が低い一方，災害公営住宅および別住所移転の

割合が高い．これらの結果より，居住年数が特に短い世

帯は地域に対する愛着が深く根付く前であり，仮設住宅

後の住まいに別住所移転等の選択肢が考慮されやすい等

の理由により，郵送調査に回答を行わなかった可能性が

考えられる．これは仮説(b)を支持する結果といえる． 
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 (3) 成人の平均年齢 
	 世帯属性として世帯構成員の平均年齢は一つの指標と

して考えられる．しかし，世帯単位で回答する社会調査

を未成年の子どもが回答することは稀であると考えられ

るため，回答を行う可能性が低い世帯構成員の影響を除

外して評価することが望ましい．そこで本研究では20歳
以上の成人の世帯構成員のみを集計対象として世帯内成

人の平均年齢を算出し，世帯の属性を把握することとす

る．なお，聞き取り調査を実施した1,196世帯のうち，
未成年のみで構成された世帯は存在しないことを確認し

ている． 
	 図-3は成人平均年齢別に郵送調査の回答率を示したも

のである．成人平均年齢が40歳未満の世帯は回答率が
57.3%と最も低く，40歳代は64.3%，50歳代は72.7%，60歳
代は76.0%，70歳代は79.4%と平均年齢が上がるにしたが
って回答率も上昇した．ただし，成人平均年齢が80歳以
上，すなわち後期高齢者が中心となっている世帯の回答

率は75.8%と70歳代に比べ減少した．これらの結果より，
比較的若年層が中心となっている世帯は郵送調査への回

答が行われにくいこと（仮説(b)を支持する結果といえ
る），後期高齢者が中心となっている世帯は郵送調査へ

の回答自体が負担となっている可能性があり，回答率が

減少する傾向にあること，世帯内の成人平均年齢が回答

へ影響を与えている可能性があることが示唆される． 
 
(4) 未就学児数 
	 本節では，世帯内の未就学児の存在に着目して分析を

行う．本研究において未就学児とは6歳以下の世帯構成
員と定義する．図-4は，未就学児の人数別に回答率を図

示したものである．未就学児がいない世帯の回収率は

75.1%であるが，未就学児が1人の世帯は58.1%，2人以上
の世帯は48.8%と回答率が大きく減少した．未就学児を
抱える世帯では子どもの世話に時間を取られ，郵送調査

へ回答を行う余裕が生まれにくかった可能性があり，こ

れは仮説(a)を支持する結果といえる．また，未就学児を
抱える世帯は成人の平均年齢が比較的低いと考えられる

ため，前節の結果と合わせて考えれば，成人の平均年齢

と未就学児の存在が複合的な要因となり，郵送調査回答

率が低下した背景にある可能性が示唆される． 
 
 (5) 就業者数 
	 図-5に世帯内の就業者数別の郵送調査回答率を示す．

ここで就業者とは，職業が「会社員」「農業」「自営業」

「アルバイト・パート」または「その他」と回答された

中で定常的な仕事に就いていると判断される世帯構成員

と定義する．就業者数が0人の世帯は回答率が78.6%と最
も高かったのに対し，就業者数が1人の世帯は74.1%，2
人の世帯は69.8%，3人以上の世帯は57.8%と就業者数が 

 

図-1	 居住年数別回答率 

 
図-2	 居住年数別 仮設住宅後の住まいの意向 

 
図-3	 成人平均年齢別回答率 

 

 
図-4	 未就学児数別回答率 
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増えるにしたがって回答率が下がる傾向にあることが分

かる．このような結果になった要因として，就業者が多

い世帯は世帯構成員の在宅時間も短くなるため，郵送調

査の回答への時間を割きにくかった，または回答に対す

る意識が薄れていた（忘れていた）可能性などが考えら

れ，これは仮説(a)を支持する結果といえる．この結果よ
り，世帯内の就業者数が郵送調査への回答に影響を与え

ていた可能性が示唆される． 
 
 (6) 成人女性の構成比率 
	 前節より，就業者の存在が郵送調査への回答に影響を

与えていた可能性が示唆されたため，本節では成人男性

に比べて就業率が低い傾向にある成人女性の世帯構成比

率に着目して分析を行う．ここで構成比率は，(3)での成

人平均年齢と同様に，世帯内の成人の人数に対する成人

女性の比率とする．図-6は成人女性の構成比率別の郵送

調査の回答を，25%ごとの区分で示したものである．構
成比率が0%，すなわち成人が男性のみで構成される世
帯の回答率が64.2%と最も低く，比率が20-49%で66.1%，
50-74%で73.5%，75-99%で78.3%， 100%で81.6%と女性の
比率が上がるにしたがって回答率も上昇した．構成比率

が1-24%の値となった世帯は存在しなかった．前田13)は

多くの郵送調査法に共通する特徴として，男性より女性

の回答率が高い傾向にあることを示しているが，成人女

性の世帯構成比が高いことを郵送調査の回答を担当する

世帯構成員が女性である確率が高い，と考えれば，図-6

は前田の分析とも合致する結果であると考えられる． 
	 また，同様の視点での分析として，65歳以下のみで構
成される世帯において，世帯内の主婦/主夫の存在有無
に着目して回答率の差を分析したが，主婦/主夫がいる
群の回答率は65.1%，主婦/主夫がいない群の回答率は
64.7%と2群間で統計的に有意な差は確認されなかった． 
 
(7) 仮設住宅後の住まいの意向 
 聞き取り調査は，仮設住宅後の住まいの希望を伺うこ

とをその目的の1つとして実施され，「被災時と同じ場
所で自宅再建を希望する」「災害公営住宅への入居を希

望する」「別住所に移転を希望する」「分からない」の

4つの中から調査当時の希望に近いものを選択してもら
い，各世帯から回答を得た．本設問に関する詳細は調査

報告書1)およびの住まいの意向選択モデルを構築した別

途報告11)を参照されたい．図-7は前記選択肢別に回答率

を示したものである．「災害公営住宅への入居を希望す

る」と回答した世帯のみ郵送調査に関する回答率が

79.5%と他の選択肢より高く，その他の選択肢の平均回
答率（72.4%）と比較して検定を行ったところ5%水準で
の有意差が認められた（P=0.0447<0.05）．郵送調査の目
的は災害公営住宅整備に係る意向等を伺うことであるた 

 

図-5	  世帯内就業者数別回答率 

 

図-6	 成人女性比率別回答率 

 

 
図-7	 住まいの意向別回答率 

 
 

 
図-8	 平均対話時間の比較 
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め，災害公営住宅への入居を希望している世帯，または

検討を行っている世帯は郵送調査への関心が高く，比較

的高い回収率となったことが推察される．これは仮説

(b)を支持する結果といえる． 
 
(8) 対話時間 
 聞き取り調査は調査開始時刻，調査終了時刻を記録し

ているため，対話に要した時間の算出が可能である．図

-8では郵送調査回答有無での対話時間の平均値を比較し

た．郵送回答された群の対話時間平均値は16.0分であっ
たのに対し，郵送回答されなかった群の対話時間平均値

は14.2分とやや短くなり， t検定を行ったところP= 
0.0114<0.05で5%水準での有意差が認められた．両群の平
均時間の差は1.8分と大きな差であるとは言えないが，
郵送回答されなかった群は対話を早く終わらせようとあ

まり多くを話すことはせず，形式に関わらず調査に対す

る負担感が大きかった可能性が考えられ，これは仮説

(b)を支持する結果といえる． 
 
 
４. 郵送調査回答モデルの推定 
 
(1) 説明変数の選定と推定結果 
 これまでの基礎集計結果を踏まえ，郵送調査への回

答を表現する二項ロジットモデルの推定を行う．使用す

る説明変数は前章の結果より表-4で挙げる変数を用いた．

推定結果を表-5に示す．選択した説明変数のうち，就業

者数，女性の構成比率，居住年数ダミー，災害公営住宅

ダミーに有意差が認められた．円山・平原14)はパーソン

トリップ調査における調査参加モデルを構築し，性別が

女性であること，年齢などが調査参加に影響することを

挙げているが，本研究の結果と比較すると女性の構成比

率においては円山・平原の結果と合致し，成人の平均年

齢においては推定値は有意とはなっていないが符号は一

致している．ただし，表-5で有意となった変数ではすべ

ての世帯を表現できているとは言えず，特に成人の平均

年齢が有意にならなかったことで現役世代のみで構成さ

れている世帯と高齢者で構成されている世帯との違いが

表現できない課題が残る． 
 
 
５. 世代属性によるデータ分類 
 
(1) 概要 
 前章で述べたように，郵送調査未回答世帯の背景をよ

り正確に把握するには，聞き取り調査世帯の世代属性を

考慮したモデル構築が必要であると考えられる．ここで，

3．(2)で示したように益城町では居住年数が30年以上の長 

表-4	 説明変数の選定 
説明変数 補足説明 

成人の平均年齢 単位：10歳 
未就学児数  
就業者数  

女性の構成比率  
対話時間 単位：10分 

居住年数ダミー 
居住年数 
10年未満：1,	 10年以上：0 

災害公営住宅ダミー 
仮設住宅後の住まいの意向 
災害公営住宅希望：1 
それ以外：0 

 
表-5	 郵送調査回答有無選択モデル推定結果 
説明変数 推定値 t値 

定数項 0.5877 1.186  
成人の平均年齢 0.0191 0.283  
未就学児数 -0.3279 -1.958  
就業者数 -0.1967 -2.442 * 
女性の構成比率 0.9574 3.897 ** 
対話時間 0.0771 1.102  
居住年数ダミー -0.6425 -3.028 ** 
災害公営住宅ダミー 0.4730 2.237 * 
サンプル数 1119   
修正済ρ2 0.079   
AIC 1249   

* 5%水準有意，	 **1%水準有意 

 

期居住世帯も多く，二世代以上が同居している例は少な

くない．そこで，以降は聞き取り調査の実施世帯を以下

の3 つに分類する． 

(a) 主に65歳未満の世帯構成員が存在する世帯（以下，
現役世帯とする） 

(b) 二世代以上が同居している世帯（以下，二世代世
帯とする） 

(c) 主に65歳以上の世帯構成員が存在する世帯（以下，
高齢世帯とする） 

まず，(a), (c)には，それぞれ65歳未満のみで構成され
る世帯，65歳以上のみで構成される世帯を分類する．そ
れ以外の世帯については以下の方法で分類する． 
 
(2) 二世代世帯分類手法 
 前節で述べた各群のうち，(b) 二世代世帯については
他の群の分類で用いられる世帯構成員全員が65歳以上か
否かの境界値による単純な分類ができないため，以下の

フローを用いて二世代世帯の分類を行った． 
(i) 65歳以上と未成年を含む65歳未満が混在する世帯

のうち，65歳以上の世帯構成員の平均年齢と65歳
未満の世帯構成員の平均年齢をそれぞれ算出する． 

(ii) (i)で求めた両値の差が設定する閾値以上であれば
二世代世帯と分類する．閾値の設定には検討の余

地が残るところであるが，本研究では閾値を15歳
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とした． 
(iii) (ii)で二世代世帯と分類されなかった世帯，すなわ

ち65歳以上の世帯構成員と65歳未満の世帯構成員
の年齢分布が近い世帯については，図-9のように

世帯構成員の年齢分布によって現役世帯また高齢

世帯と分類する．65歳以上の世帯構成員と65歳未
満の世帯構成員が同数の場合は，世帯全体の平均

年齢を算出し，65歳を閾値として現役世帯と高齢
世帯に分類した．  

 
(3) 世代属性の分類結果 
 前節までの分類手法により，聞き取り調査実施世帯を

分類した結果を表-6に示す．現役世帯と分類された世帯

が391世帯，二世代世帯と分類された世帯が329世帯，高
齢世帯と分類された世帯が447世帯となった．なお，本
研究で用いた分類手法は主に成人の世帯構成員の平均年

齢を用いて算出するため，成人の世帯構成員全員の年齢

が不明の世帯は分類不能として取扱い，14世帯を以降の
分析から除外している． 
	 世代属性ごとの郵送調査回収率は，現役世帯が66.0%，
二世代世帯が73.3%，高齢世帯が79.6%となった．3．(3)で

も示したように，世帯の平均年齢が高くなるにしたがっ

て郵送調査の回答率が上昇することがこの結果からも見

て取れる． 
 
 
６. 世代属性による分類後の基礎集計 
 
(1) 居住年数 
 図-10に現役世帯の居住年数別回答率を示す．3．(2)で

示した聞き取り世帯全体での分布と同様に，10年未満の
群で回答率が低くなる傾向となり，聞き取り世帯全体の

10年未満群回答率（58.1%）と比較して-7.7%とすべての
群の中で最も大きな回答率の低下となった．また，10年
未満の群と他群の平均回答率（72.2%）を比較し，検定
を行うとP<0.001となり1%水準での有意差が確認された． 
	 また，図-11は二世代世帯の居住年数別回答率を示し

たものであるが，これまでの同様の分析で得られた傾向

とは異なり，居住年数が短い群において回答率が高く，

居住年数が長い群の回答率が低くなる傾向となったこと

は興味深い．高齢世帯の居住年数別回答率の推移につい

ては特筆すべき傾向は見られなかった． 
 
(2) 成人平均年齢 
 図-12は現役世帯の成人平均年齢別回答率を表したも

のである．平均年齢40歳未満の回答率が57.3% と最も低
く，平均年齢が上がるにしたがって回答率は上昇し，聞

き取り世帯全体と同様の傾向を示したが，上昇率はより 

 
図-9	 年齢分布が近い場合の分類手法 

 
表-6	 世代属性分類結果 

世代属性 
世帯数 

郵送調査 
回答あり 

郵送調査 
回答なし 計 

現役世帯 258 
(66.0%) 

133 
(34.0%) 391 

二世代世帯 241 
(73.3%) 

88 
(26.7%) 329 

高齢世帯 356 
(79.6%) 

91 
(20.4%) 447 

合計 855 
(73.3%) 

312 
(26.7%) 1,167 

※単位：世帯，カッコ内は各群の合計に対する割合 

 

 
図-10	 居住年数別回答率（現役世帯） 

 

 
図-11	 居住年数別回答率（二世代世帯） 
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顕著なものになっている． 
	 また，図-13は二世代世帯の成人平均年齢別回答率を 
示しているが，平均年齢が上がるにしたがって回答率は

やや下がり，前節と同様にこれまでの同様の分析とは異

なる結果となった． このような結果となった理由とし
て，平均年齢が高い二世代世帯では，もっとも上の世代

はかなりの高齢であることが考えられ，介護や通院等の

理由で郵送調査の回答への時間が割けなかった可能性が

考えられる．これは仮説(a)を支持する結果といえる． 
 
(3) 未就学児数 
 3．(4) で未就学児を抱える世帯は成人の平均年齢が比

較的低いと考えられることを述べたが，世帯属性による

分類後の未就学児を抱える世帯の分布は現役世帯が96世
帯，二世代世帯が9世帯であり，分類の手法上，高齢世
帯において未就学児を抱える世帯は存在しない．図-14

は現役世帯の未就学児数別回答率を示したものである．

未就学児がいない現役世帯の回答率は70.8%で，未就学
児が1人の現役世帯が55.4%，2人以上が47.5%と聞き取り
調査実施世帯全体での分析と同じ傾向となった．また，

未就学児有無の2群で比較した場合に比率の差の検定を
行うとP=0.007<0.01となり，1%水準で有意差が認められ
た．聞き取り調査全体で分析した際は未就学児が0人の
世帯（N=1062）のデータが多い結果となったが，現役
世帯のみで集計した場合はこの群の世帯数のみが大幅に

減少し，傾向がより明確になったと言え，仮説(a)を支持
する結果といえる．なお，二世代世帯においては，未就

学児が0人の世帯の回収率が73.1%（N=320），1人以上の
世帯の回収率が77.8%（N=9）だった． 
 
(4) 就業者数 
 図-15は現役世帯の就業者数別回答率，図-16は二世代

世帯の就業者数別回答率を表したものである．現役世帯

において，就業者が0人世帯の回答率は71.0%で最も高く，
1人世帯の回答率が67.1%，2人世帯で65.3%，3人以上世
帯で57.1%と3．(5)で分析を行った聞き取り調査実施世帯

全体の傾向と同様に，就業者数が増えるにしたがって回

答率が下がる傾向となった．二世帯住宅においては，就

業者が0人世帯の回答率が76.9%，1人の世帯で80.9%とこ
の群が最も高く，2人の世帯で71.8%，3人以上の世帯で
57.6%となり，これも前節と同じく聞き取り調査実施世
帯全体と同様の傾向を示している．現役世帯と二世代世

代を比較した場合は二世代世帯の方に傾向が顕著に現れ

ており，現役世帯に比べ二世帯世帯の方において，就業

者の数が郵送調査の回答行動に影響を与えやすい可能性

が示唆され，これは仮説(a)を支持する結果といえる． 
	 また，高齢世帯にも就業者は存在するが，就業者が0
人の高齢世帯の郵送調査回答率は80.4%（N=321），1人 

 
図-12	 成人平均年齢別回答率（現役世帯） 

 

 
図-13	 成人平均年齢別回答率（二世代世帯） 

 
 

 
図-14	 未就学児数別回答率（現役世帯） 

 

 
図-15	 就業者数別回答率（現役世帯） 
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の世帯で76.6%（N=77），2人以上の世帯で79.8%（N=49）
となり，各群間で回答率に大きな差は見られなかった．  
 
(5) 成人女性の構成比率 
 各群における成人女性の構成比率別の回答率を図-17
に示す．(a)の現役世帯において，女性の構成比率が0%，
すなわち成人は男性のみから構成される世帯の郵送調査

回答率は58.2%となり，構成比率が上がるにしたがって
回答率が上昇する結果となった．(b)の二世代世帯にお
いては現役世帯と同様の傾向を示すものの，女性の比率

と回答率の関係が現役世代に比べやや弱いことが見て取

れる．高齢世帯においては，もっとも回答率が低かった

女性の構成比率が0%，すなわち成人は男性のみで構成
される世帯が最も回答率が低く（69.1%），女性の構成
比率が100%，すなわち成人は女性のみで構成される世
帯の回答率が最も高くなり（84.4%），3．(6)で示した女

性の構成比率が郵送調査回答に影響を与える傾向が3群
の中で最も顕著に現れる結果となった．高齢世帯におい

て，成人の世帯構成員における女性の存在有無で2群に
分け郵送調査回答率を比較すると，女性がいない世帯は

69.1%（N=55），女性がいる世帯で81.2%（N=389）とな
り，比率の差の検定を行った結果，P=0.036<0.05で5%水
準での有意差が確認された．特に高齢世帯においては，

女性の存在が郵送調査回答に影響を与える傾向が示唆さ

れている． 
 
(6) 仮設住宅後の住まいの意向 
	 図-18に，各群における仮設住宅後の住まいの意向別

の郵送調査回答率を示す．3．(7)で行った聞き取り世帯

全体での分析では災害公営住宅を希望する世帯の回答率

が他より高い結果となったが，各群へ分類した場合，そ

れぞれ違った傾向を示したことは興味深い．(a) 現役世
帯では，災害公営住宅を希望する群の郵送調査回答率が

70.1%と最も高く，わからないと答えた群の回答率が
68.8%，自宅再建を希望する群が65.7%，別住所移転を希
望する群の回答率が60.0%の順となった．別住所移転群
が他の選択肢より回答率が低い傾向にあるが，有意な差

は確認できなかった．(b) 二世代世帯では別住所移転を
希望する群の回答率が81.8%と最も高く，次いでわから
ないと答えた群が80.4%，災害公営住宅を希望する群が
77.5%となり，自宅再建を希望する群の回答率が最も低
く70.3%だった．すべての群で自宅再建の比率が高いが，
現役世帯においては他の選択肢の平均回答率（66.5%）
に比べて自宅再建を希望する群の回答率は0.8%の減少だ
ったのに対し，二世代世帯は他の選択肢の平均回答率

（79.6%）に比べて自宅再建を希望する世帯の回答率は
9.3%の減少となり，現役世代と比較すると回収率の低下
がより大きく現れる結果となった．(c) 高齢世帯におい 

 
図-16	 就業者数別回答率（二世代世帯） 

 
図-17 (a)	  成人女性比率別回答率（現役世帯） 

 

 
図-17 (b)	  成人女性比率別回答率（二世代世帯） 

 

 

図-17 (c)	  成人女性比率別回答率（高齢世帯） 
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ては別住所の移転を希望する群の回答率が89.7%と最も 
高く，災害公営住宅を希望する群が88.3%，自宅再建を
希望する世帯が78.9%となり，わからないと答えた群が
最も低く回答率は69.7%にとどまった．わからないと答
えた群とその他の群の回答率（81.7%）を比較し，比率
の差の検定を行ったところP=0.018<0.05で5%水準での有
意差が確認された．わからないと答えた高齢世帯は自宅

再建，生活または健康に関する悩みや課題を抱えている

可能性が比較的高いと考えられるため，これらの要因が

郵送調査回収率の低下につながった可能性が考えられ，

これは仮説（c）を支持する結果といえる． 
 
(7) 対話時間 
	 3．(8)では対話時間の平均値に着目して分析を行った

が，本節ではより詳細な対話時間の分布に着目して各群

の分析を行う．図-18に現役世代の対話時間区分別の郵

送調査回答率を示す．対話時間が10分未満の群の回答率
が58.1%と最も低く，10-20分の群で72.0%，20-30分の群
で76.9%と対話時間が長くなるにしたがって回答率も上
昇する傾向にある．対話時間が10分未満と10分以上の2
群に分けて検定を行ったところ，P=0.003<0.01で1%水準
での有意差が認められた．また，二世代世帯では，対話

時間が10分未満の郵送調査回答率が63.6%と最も低く，
10-20分で77.3%，20-30分で74.1%，30分以上で75.0％とな
り，現役世帯と同様に対話時間が長くなるにしたがって

回答率が上昇する傾向が見られたが，現役世帯と比較す

るとやや弱い傾向となった．対話時間が10分未満と10分
以上の2群に分けて検定を行ったところ，P=0.0281<0.05
で5%水準での有意差が認められた．3．(8)で述べたよう

に，郵送調査未回答世帯は調査を早く終わらせようと多

くを語らなかった可能性があり，本節での結果はそれを

裏付けるものであると考えられる．高齢世帯においては，

対話時間が10分未満の世帯から60分を超える世帯まで幅
広く分布していることが特徴として挙げられるが，対話

時間と回答率の推移に特筆すべき差は見られなかった． 
 

 

図-18 (a)	  住まいの意向別回答率（現役世帯） 

 
図-18 (b)	  住まいの意向別回答率（二世代世帯） 

 

 
図-18 (c)	  住まいの意向別回答率（高齢世帯） 

 

 

図-19	  対話時間別回答率（現役世帯） 

 

 
図-20	  対話時間別回答率（現役世帯） 
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表-7	 郵送調査回答有無選択モデル推定結果（世代属性による分類後） 

*  5%水準有意，** 1%水準有意 

 現役世帯 二世代世帯 高齢世帯 
説明変数 推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値 

定数項 -0.2637 -0.317  5.5928 3.741 ** 1.8318 1.271  
成人の平均年齢（単位：10歳） 0.2457 1.823  -0.5395 -2.552 * -0.1039 -0.516  
未就学児数 -0.0859 -0.451  -0.5494 -0.891     
就業者数 -0.1907 -1.448  -0.4300 -2.746 ** -0.0709 -0.391  
女性の構成比率 1.3277 3.119 ** 0.5175 0.823  0.9529 2.393 * 
対話時間       -0.0004 -0.513  
対話時間ダミー＊ -0.5112 -2.214 * -0.7930 -2.624 ** -0.0100 -0.174  
居住年数（単位：10年）    -0.0471 -0.712     
居住年数ダミー＊ -0.9346 -3.450 **       
意向「自宅再建」ダミー＊    -0.5042 -1.637     
意向「わからない」ダミー＊       -0.6436 -2.115 * 
サンプル数 380  311  437  
修正済ρ2 0.149  0.109  0.036  
AIC 458.96  350.61  442.79  

＊対話時間ダミー）10分未満：1，10分以上：0	 居住年数ダミー）10年未満：1，10年以上：0 

	 意向「自宅再建」ダミー）仮設住宅後の意向が「自宅再建を希望」：1，	 それ以外：0 

	 意向「わからない」ダミー）仮設住宅後の意向が「わからない」：1，	 それ以外：0 
 
 
６. 世代属性別の郵送調査回答モデルの推定 
 
(1) 説明変数の選定と推定結果 
 前章の基礎集計結果を踏まえ，世代属性別に郵送調

査への回答有無を表現する二項ロジットモデルの推定

を行う．説明変数として用いたのは4章で使用した変数
をベースとし，各群の実情に合わせて，成人の平均年

齢，未就学児数，就業者数，女性の構成比率，対話時

間（一部にダミー変数を使用），居住年数（一部にダ

ミー変数を使用），住まいの意向の7つを選定した． 
	 世代属性別の推定結果を表-7に示す．現役世帯では，

「女性の構成比率」「対話時間ダミー（10分未満）」
「居住年数ダミー（10年未満）」の変数が有意となった
が，「成人の平均年齢」「未就学児数」「就業者数」

は有意とはならなかった．現役世帯においては，世帯

における女性の占める割合，10分未満の短い対話時間お
よび10年未満の短い居住年数が郵送調査の回答に影響を
与える傾向があると言える．二世代世帯では，「成人

の平均年齢」「就業者数」「対話時間ダミー（10分未
満）」の変数が有意となり，「未就学児数」「女性の

構成比率」「居住年数」「仮設住宅後は自宅の再建を

希望」は有意とはならなかった．二世代世帯において

は世帯の成人平均年齢，就業者数，短い対話時間が郵

送調査回答に影響を与える傾向にあり，現役世帯と違

った結果を示したことは興味深い．高齢世帯では，

「女性の構成比率」「仮設住宅後の住まいの意向はわ

からない」の変数のみ有意となった．4章で分析した聞
き取り調査実施世帯全体の郵送回答調査回答モデルと

比較して効果的な変数が追加されているとは言えず，

表-7の結果からも説明力の高いモデルが推定できている

とは言えない．高齢世帯に関しては世帯に関する属性

変数のみで郵送回答行動を表現することは困難である

ことが分かった． 
 
(2) 郵送調査未回答世帯の自由回答抜粋 
	 高齢世帯における郵送調査未回答世帯の自由意見を

抜粋し，表-8で紹介する．表より，経済的に困窮してい

る世帯や健康面での不安を抱えている世帯も郵送調査

に回答していないことがわかる．これらの世帯は生活

再建に関して何らかの支援が必要となる可能性がある

が，郵送調査では未回答として扱われてしまうため，

課題の把握ができていない．一方，高齢世帯における

郵送調査未回答世帯では生活再建に向けた前向きな意

見や，具体的な見通しが伺えた世帯も確認できた．こ

のように，郵送調査に未回答だった世帯の背景には世

帯に関する属性情報で説明できるものだけではなく，

経済的な問題や健康上の課題，もしくは自力再建の目

処が立っているために郵送調査に回答する必要性を感

じていないなど，様々な要因が存在することが考えら

れる．杉山15)は「日本人の日本観」調査を例に，調査不

能者は楽観的な回答が少なく，悲観的な回答が多いと

いう傾向を示し，“そもそも調査不能者になりがちの
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人たちは，有効者とは異なるある特性を持っていると

考えた方がよく，単に属性分布の一致を図るためだけ

で，調査結果を調整するのは好ましくない”と述べて

いる．聞き取り調査で得られた情報に限らず，特に上

で述べた経済的な情報または健康に関する情報など，

様々な調査で得られている情報を付加して分析を進め

ていくこと，郵送調査回答群と未回答群での自由回答

の傾向の違いを計量的に分析することで，両群の自由

回答に内在する不安や課題の偏りを明らかにしていく

ことを今後の展望としたい． 
 

表-8	 聞き取り調査の自由意見抜粋 
高齢世帯・郵送調査未回答 

この先どうなるのか夜考えることはある．大きな病気を患

ったことがある．子供たちに世話になりたいけど気を使っ

てしまう (女性・70代) 
家を建てる時お金を借りる当てが見つからない．土地だけ

所有していると借金が溜まっていく (男性・70代) 
手続きごとを一人でやるのがこれから不安になってくる 
 (女性・70代) 
大きな病気を発症してから通院するようになった．妻も通

院している(男性・80代) 
退職金，貯金を使ってリフォームした家が一瞬で崩れた．

喪失感がものすごく，今後の生活をどうすれば良いのか，

全く見通しがつかない．(女性・60代) 
後の住まいの展望が見えないため，仮設住宅が2年の猶予
しかないのはとても苦しい (女性・60代) 
主人が要介護のため，生活が大変  (女性・80代) 

 
 
６. おわりに 
 
本研究の成果を以下にまとめる． 

1） 聞き取り調査のデータをもとに，益城町における
住まいの意向調査（郵送調査）に未回答だった世

帯の傾向を明らかにした．具体的には，世帯内の

就業者が多く，女性の比率が少なく，居住年数が

短く，仮設後の住まいの意向が災害公営住宅以外

の選択肢を考えている世帯に郵送調査の未回答が

多い傾向にある． 
2） 世代属性によるデータの分類を行った結果，各群

で回答に影響を与える要素が異なることを示した． 
3） 現役世帯は，世帯における女性の占める割合，10

分未満の短い対話時間および10年未満の短い居住
年数が郵送調査の回答に影響を与えることを確認

した． 
4） 二世代世帯は，世帯の成人平均年齢，就業者数，

10分未満の短い対話時間が郵送調査回答に影響を
与えることを確認した．  

	 課題と今後の展望について以下に示す． 

1） 聞き取り調査のデータには世帯の経済的な情報ま
たは健康に関する情報が含まれていないため，取

り扱う情報の種類を増やすことでモデルの精度向

上が期待できる． 
2） 本研究では回答者となり得る世帯構成員に関する

検討が行われていないことが課題である．回答有

無の行動は世帯単位で行われるが，この結果は一

般に世帯内の複数の個人の選択結果の集積である

と解釈できる．この点を表現したグループ単位意

思決定モデルへの展開がありうる． 
3） 郵送調査が未回答だった世帯において，聞き取り

で得られた自由回答の中に課題が埋もれている可

能性があるため，より深く自由回答の分析を行う

ことが重要である． 
	 特に3)においては，被災地における生活再建支援を考
える上では特に重要と考えられる．ただし自由回答に

は本研究で着目した，世帯に関する属性による偏りも

生じていると考えられるため，例えば星野16)，星野・前

田17)の手法により選定された傾向スコアを用いて層別に

分類した上で計量テキスト分析を行うなど，属性によ

る偏りを排除する工夫を行いながら分析を進めていき

たい． 
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